
中小企業における
緊急地震速報の活用に関する

調査研究
～愛知工業大学との共同研究～
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研究の概要

●（主として）中小企業

目的

対象

●緊急地震速報（予報）の導入や
活用の実態を把握

●緊急地震速報の今後の普及やよ
り有効な活用を実現するための
課題を抽出
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緊急地震速報

種類 警 報 予 報

対象 一般市民 高度利用者

発表
条件

最大震度５弱以上の揺れが
予想された時に（※）、強
い揺れが予想される地域に
対し地震動により重大な災
害が起こる恐れのある旨を
警告して発表するもの

最大震度3以上又はマグニ
チュード3.5以上等と予想
された時に発表するもの

発表
内容

地震の発生時刻、発生場所
（震源）の推定値、地震発
生場所の震央地名

地震の発生時刻、地震の発
生場所（震源）、マグニ
チュードの推定値等

受信
方法

テレビ、ラジオ、携帯メー
ル、防災無線等

専用受信端末やそれに繋
がった警報装置、掲示盤、
放送設備等

※ ２箇所以上の地震観測点のデータに基づく予想 3

研究の方法（１）

●予報の活用実態を明らかにするために、アン
ケート調査を実施

×

調査対象とした企業の所在都市

奥州市（６弱）

水戸市（６弱）

日立市（６強）

一関市（６弱）

東北地方太平洋沖地震
（本震）の震源位置
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アンケート調査の概要（２）

対 象
茨城県一般企業 岩手県一般企業 緊急地震速報

利用者協議会
会員企業

研究者
水戸市 日立市 奥州市 一関市

最大震度※ ６弱 ６強 ６弱 ６弱 - -

調査方法 郵送による調査表の送付および回収

調査時期 2011年11月～12月 2012年6月～12月 2011年11月～12月

対象数 2,022社 110社 1,460社 1,113社 51社 106人

有効回答
(回答率)

383社
(19%)

37社
(34%)

313社
(21%)

277社
(25%)

24社
(47%)

22人
(21%)

調査項目

組織の概要（規模・業種、所在地など）、東北地方太平洋沖地震時の速報の受信・配信状況
（受信・配信の可否・受信・配信が不可の理由）、現状の速報（予報）の精度・スピード・
情報量に関する評価、速報の今後の活用・普及の見通しや普及するための条件、気象庁への
要望など

調査項目
●緊急地震速報（予報）の導入の有無
●（導入企業に対し）予報の導入時期、導入時のコスト、

具体的な活用方法、事業継続における速報の役割など

●配信事業の内
容・動向、商品
（受信端末や防
災システムな
ど）の特徴

●研究の取組
みの内容

※ 東北地方太平洋沖地震の本震における最大震度
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その他
16%

アンケート調査の概要（３）

業種

製造業8%無回答
3% 卸売業

9%

小売業
19%

その他
23%

ｻｰﾋﾞｽ業
24%

建設業
14%

茨城県
420社

製造業12%

卸売業
7%

小売業
19%

ｻｰﾋﾞｽ業
26%

建設業
19% 岩手県

590社

無回答1%
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アンケート調査の概要（４）

従業員数

ｻｰﾋﾞｽ業
26%

岩手県
590社

茨城県
420社

4人以下
27%

5～19人37%

11%

7%

4%

2%

3%

5%

20～49人
50～99人
100～299人
300～499人
500～999人
1000～4999人
5000人超
無回答1%

3%
4人以下

41%

5～19人32%

12%

1%

4%

2%
1%

5%

20～49人
50～99人
100～299人
300～499人
500～999人
1000～4999人
5000人超
無回答1%

1%
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2% 6%

緊急地震速報の認知度と活用

認知度 受信手段
テレビ・ラジオ（内円）

未回答

ある

ない

92%

電子メール
(外円)

75%

20%
5%

緊急地震速報を受信した通
信手段（岩手県、調査時点）

地震前（外円）

調査時点：地震発生約1年半後（内円）

知っていた

知らな
かった

緊急地震速報の認知度
（岩手県）

94%

70%

29%
4%

2%

1%
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緊急地震速報の予報の導入

導入状況 業種別導入率

岩手県

茨城県

78%

91%

6% 11%

5%

6% 2%

1%

導入予定
なし

導入予定
あり

導入済み
岩手県

茨城県
全体未回答

25
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5
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製
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業
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売
業

サ
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ス
業

建
設
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そ
の
他

導入率(%)
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予報の初期導入コスト

導入状況

0 10 20 30 40 50 60 70

50万円未満

50～100万円未満

100～300万円未満

300～500万円未満

500～1000万円未満

1000万円以上

無回答

導入コスト

企業数

岩手県 茨城県

５０万円未満

５０～１００万円未満

１００～３００万円未満

３００～５００万円未満

５００～１０００万円未満

１０００万円以上

無回答

0          10         20         30        40         50         60        70
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予報の初期導入時期

0 5 10 15 20 25

2006年8月～
　2007年9月

2007年10月～
　2007年12月

2008年中

2009年中

2010年中

2011年中

不明

未回答

企業数

導入時期導入時期
2006年8月～

2007年9月
2007年10月～

2007年12月
2008年中

2009年中

2010年中

2011年中

不明

未回答

0             5             10           15           20            25

企業数

能登半島(6+)
新潟県中越(7)

茨城県沖(5-)
岩手・宮城内陸(6+)
岩手県沿岸北部(6-)
駿河湾(5-)
東北地方太平洋沖(7)
長野県北部(6+)
静岡県東部(6+)
宮城県沖(6+)

岩手県 茨城県

【国内の主な地震】
（括弧内は最大震度）
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予報の活用方法

活用方法

活用方法

活用方法

活用方法

活用方法

岩手県
茨城県

企業数

企業数

企業数

企業数

企業数

屋外報知

建築設備制御

生産設備制御

屋内報知

活用方法
（大項目）

0       10       20       30       40      50
企業数
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事業継続における予報の役割

0  5 10       15     20 25      30 35  40

非常に重要

不可欠ではないが重要な役割

補助的な役割

特に事業継続とは関係しない

その他

未回答

岩手県茨城県

重要度（予報を受信している会社）

企業数
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東北地方太平洋沖地震時の予報の受信状況

県

県

完全にできた

完全ではなかったができた
できなかった 未回答

岩手県

茨城県

0    20      40    60      80  100  
割合(%)

受信状況

0 2 4 6 8 10

受信機器の不具合

受信回線の不具合

停電による支障

システムの損傷

通信事業者側の不具合

その他

未回答

受信でき
なかった
理由

0    2              4    6      8  10  
企業数

岩手県

茨城県
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緊急地震速報に対する評価の３者比較

研究者

利用者協議会
会員企業

一般企業、
　（２県合計）

研究者

利用者協議会
会員企業

一般企業、
　（２県合計）

0 20 40 60 80 100

研究者

利用者協議会
会員企業

一般企業、
　（２県合計）

十分に高い 妥当 やや低い かなり低い わからない

その他

未回答

十分に速い 妥当 やや遅い かなり遅い わからない
その他

十分な量 妥当 やや少ない かなり少ない わからない

その他

未回答

一般企業（２県合計）

緊急地震速報利用者
協議会会員企業

研究者

精度

一般企業（２県合計）

緊急地震速報利用者
協議会会員企業

研究者

配信
ｽﾋﾟｰﾄﾞ

一般企業（２県合計）

緊急地震速報利用者
協議会会員企業

研究者

情報量

0     20      40       60      80  100  割合(%)15

県

県

将来的な予測の活用の見通し

早急に機能追加・範囲拡大

徐々に機能追加・範囲拡大

現状維持 わからない
未回答

一般企業（２県合計）

茨城県

岩手県

ﾕｰｻﾞｰ企業の見通し

緊急地震速報利用者
協議会会員企業

研究者

0     20      40       60     80  100
割合(%)

0     20      40       60     80  100
割合(%)

加速して普及 徐々に普及 現状維持

未回答

普及に対する予測
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予測の普及・有効活用の条件

他

育

復

動

積

展

化

上

0     20      40      60       80  100

一般企業（２県合計）

緊急地震速報利用者
協議会会員企業

研究者

情報の精度の向上

誤配信の減少

情報の種類の多様化

情報通信技術の発展

有効活用事例の蓄積

広報活動

景気の回復

利用者への教育

その他

不明

条件

割合（％）

0     20      40       60     80  100
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まとめ

予報の普及率

予報の事業継続に果たす役割

予報の活用法

配信速度・情報量

精度

ﾕｰｻﾞｰ企業

緊急地震速報の評価

将来の活用

有効活用・普及の条件

協議会・研究者

かなり低い

かなり重要

地震発生情報や注意喚起など

概ね満足

満足度低

現状維持

拡大と予測

情報精度向上・誤配信減少
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